




















( 1 ) 連結範囲の決定基準 
( 2 ) 作成免除（連結免除） 
( 3 ) 連結禁止・連結放棄 
（以上第35巻第 4 号） 
( 4 ) 連結範囲に関する事例 
( 5 ) 1998年12月のプラン・コンタブル連結会
計規定の改正 
( 6 ) 連結会計の基本原則 
（以上第36巻第 2 号） 
( 7 ) 個別計算書類の再処理 




（以上第36巻第 3 号） 
③ 繰延税金の会計処理から生ずる再処理 
（以上第37巻2号，第 3 号，第 4 号） 
( 9 ) 個別計算書類の選択的再処理 
① 商法典およびプラン・コンタブル
（PCG）により認められたオプション 
（以上第38巻第 1 号） 
② D248－ 8 条オプション 
（以上第39巻第 2 号） 
③  6 条オプション 
（以上第39巻第 3 号） 
(10) 外貨換算会計 
（以上第39巻第 4 号，第40巻第 1 号） 
(11) リース会計 













（以上第44巻第 3 号） 
5 ) 1970・80年代におけるフランス多国
籍企業グループの資本連結処理 














よれば(1), 第一回連結差額 (わが国の ｢連結調整勘
定｣ に相当) は, 取得時点の被取得企業 (子会社) 
の取得原価と当該企業の自己資本における取得企
業 (親会社) 持分部分との差額であり, ｢評価差
額｣ と ｢取得差額｣ に分解される (PCG, pp.
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価法の採用) (PCG, p.Ⅱ.144)。 
評価差額は, 割当てられた資産に適用される規
則に従い, 償却または引当金により減価の対象と
なる (PCG, p.Ⅱ.145)。 
2) 簡便法の容認 
第一回連結差額が評価差額と取得差額に分解で
きない場合, 簡便法により全額を ｢取得差額｣ と
して計上することが認められる (PCG, p.Ⅱ.144)。 
(2)  取得差額の処理 















































































































り減価の対象となる (PCG, p.Ⅱ.145)。 
1982年プラン･コンタブル・ジェネラル (PCG) 





























いる ｢営業権｣ や ｢標識および商号｣ の処理をめ
ぐっても論争が存在した。 
 
第 1 図表 無形資産の処理 
無形資産の性質 会 計 処 理 
 規則的償却 減価引当金 
研究開発費 ○  
許認可に基づく営業権 (Concessions) ○  
特許権, ライセンス ○  
商標・ブランド  論 争 
製造方法, 類似の権利･価値 ○  
賃貸借権  ○ 
営業権 (fonds commercial) 論 争  
標識および商号 論 争  
ソフトウェア ○  
販売網 論 争  
市場シェア 論 争  
研修・教育費 ○  
出所：Delesalle, F., Suivi comptable des écarts d'évaluation 
et de l'écart d'acquisition, Pratique françaises, étrangères 
et internationals, 1ére partie, Économie et Comptabilité, n












唯一の基準となる条項は1978年 7 月25日 EC 指令
第 4 号 (第34条－1a と第37条－ 2 ) であり, それは, 
最大 5 年の期間での営業権の償却を規定するが 
(償却説), 期間が当該資産の使用期間を超えない
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ることを条件に,  5 年を越える期間 (場合により究極
的には無限) を認める選択権を加盟諸国に付与した。 






















る影響は全く異なる。PCG は, 既述のとおり, 除

















































EC 第 7 号指令は営業権の償却に係る第 4 号指令の
規定に委ね, 最大 5 年の期間としたが, PCG は, 
その構成要素が多様であるがゆえに, 当該取得差
額の明確な償却期間が事前に決定できないとする 
(PCG, p.Ⅱ.146)。例えば, 流通分野では, 当該取
得差額は被連結会社の創造した営業権の価値を表
している可能性があり, 他方, 製造業では, 一般に, 
投資の価値の修正, 特許権, 企業の収益性に結びつ
いた要素を含んでいるものと見られた。以上のこと
から, PCG は, 採用すべき合理的な償却方式に係る
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とができる。既述のとおり, 当該方法は PCG およ















金として, 一定期間 (長期) に利益に戻し入れる方
法を採用した (PCG, p.Ⅱ.145)。また, 例外的な処
理方法として, 即時全額自己資本計上を容認した。 
(4 ) 取得差額の処理の国際比較 
1) 正の取得差額 
第 2 図表は, 正の取得差額の処理に関して, 
1990年時点での国際会計基準 (IAS), EC 会社法指







は EC指令第 7 号の国別選択権 (第30条) を行使し
て例外的処理ながら容認しており, この点でも
IAS, 米国および日本とは異なる。 




した (拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 
(15)｣『経営志林』第45巻第 1 号 (2008年 4 月) 参照)。 
 
第 2 図表 正の取得差額の処理 (1990年時点での国際比較) 
会計処理方法 フランス 第 7 号指令 IAS 米国 日本 
・資産計上－償却 ○ ○ ○ ○ ○ 
・償却期間の上限 なし  5 年 
(例外あり) 
 5 年 
(例外20年) 
40年  
・自己資本計上 ○ (例外) ○ (選択権) × × × 
・フランスは1982年 PCG の連結会計規定 (1986年) 第Ⅱ節2101, 2102 (pp.Ⅱ.144-145)。 
・第 7 号指令は EC 会社法指令第 7 号 ｢連結計算書類｣ (1983年) 第30条。なお, 償却期間は最大 5 年以内で
あるが, 正当な理由がある場合にはそれより長い期間 (当該資産の耐用年数を超えない) での償却を許容 
(会社法指令第 4 号第37条第 2 項)。 
・IAS (国際会計基準) は IAS 第22号 ｢企業結合｣ (1983年) の改訂に係る E32号 (1990年 6 月)。E32号のこ
の取扱いは改訂 IAS 第22号 ｢企業結合｣ (1993年) (par.42) として確定。 
・米国は APB 意見書第17号 ｢無形資産｣ (1970年) (par.28-29)。 
・日本では, 商法上営業権は 5 年以内, ｢連結調整勘定｣ は一般に 5 年間の均等償却。 
(筆者作成) 
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第 3 図表 負の取得差額の処理 (1990年時点での国際比較) 
会計処理方法 フランス 第 7 号指令 IAS 米国 日本 
・非貨幣性資産からの
減額 





○ ○ ○ 





・自己資本計上 ○ (例外) 言及なし × × × 
・フランスは1982年 PCG の連結会計規定 (1986年) 第Ⅱ節2101, 2102 (pp.Ⅱ.144-145)。 
・第 7 号指令は EC 会社法指令第 7 号 ｢連結計算書類｣ (1983年) 第31条。 
・IAS (国際会計基準) は IAS 第22号 ｢企業結合｣ (1983年) の改訂に係る E32号 (1990年 6 月)。E32号のこ
の取扱いは改訂 IAS 第22号 ｢企業結合｣ (1993年) (pra.49, 51) として確定。 
・米国は APB 意見書第16号 ｢企業結合｣ (1970年) (par.91)。 











第 4 図表 第一回連結差額の処理に係る諸見解 
諸 見 解 第一回連結差額の処理 取得差額の処理 
Ｓ. バルトルチ 



















(1989年報･1991年 1 月報) 
・原則法 
・識別可能な無形資産の計上 (商標・ブランド
等) の計上奨励, 計上要件を提示・周知 
・事前見積期間による規則的償却 
国家会計審議会 














































また, 第一回連結差額 (連結差額) を分解する
過程で, 評価差額の割当ての一環として, リスト
ラ費用引当金や非再建危険引当金等の ｢危険･費
用引当金｣ の計上 (Ｓ. バルトルチの議論), 商
標・ブランド, 販売網, 市場シェア等の無形資産
の計上 (1989年報以降の証券取引委員会見解あるいは




















① Ｓ. バルトルチの見解 


































却｣ の支持および ｢自己資本控除処理｣ の否定に
ある。これらの点について, 同氏の見解を検討し
てみょう。 

















































い｣ (COB, Bulletin mensuel nº178, février, 1985)), 同
氏は, 一定のケースでは ｢非再建危険引当金｣ を
計上し, 比較的短期に規則的に成果に戻入れるべ
きとする。 
Ｓ. バルトルチは, 3)の場合の株式取得に係る 
｢低取得価額｣ の解釈として, ｢成功しないリス
ク｣ を評価したものと考えるのが最良であるとす
る。当時, COB 等により容認されていた ｢特定化
された一般危険引当金｣ に近いものと考えられる








(2)  取得差額の当初処理 
1) 取得差額の性質 
Ｓ. バルトルチによれば, ｢取得差額が無形固
定資産であることは明瞭である｣ (Bartolucci, S., 















以上の考え方から, 同氏は, 取得差額が ｢営業































































② 1988年 1 月の月報における取得差額の処理






証券取引委員会は1988年 1 月の月報で, 取得差
額の処理に関して, PCG の採用した除去説－規則










(1)  取得差額の償却期間 














デクレ第248条－ 3 は, EC 第 7 号指令に準拠し
















(3)  取得差額の自己資本への計上 
連結に関するフランス規則が変更されない限り, 












③ Ｐ. シモン & Ａ. ジローの見解 
Ｐ. シモン & Ａ. ジロー (Pascal Simon, Alain 

































(1)  自己資本控除処理 



















[Ⅱ] ― 無形資産の計上問題への展開 
① 1989年報における無形資産に係る証券取引
委員会 (COB) の公式見解 
フランスでは, 1989年報の無形資産に係る証券
取引委員会 (COB) の公式見解に見られるとおり, 
第一回連結差額の処理問題は無形資産の計上問題
へ展開していった。 
フランス証券取引委員会 (COB) は, 企業に対
して第一回連結差額の分解に基づく無形資産の計
上を促し, 1989年度の年報で ｢無形資産の計上要
件｣ および ｢無形資産の計上に係る COB の考え
方｣ を表明した(11)。 
(1)  無形資産の計上要件 
COB は, フランス企業に対して, 企業の取得
にあたり支払総額と被取得企業の個別 B/Sにすで
に計上済みの資産・負債 (純資産) 合計額との差





ンド (marques commerciales), 定期出版物タイ
トルなどの無形固定資産として計上する処
理, 














家会計審議会 (CNC)｣ からの問合せに対して, 

















COBの考え方が, 国家会計審議会 (CNC) の1990

























計処理｣ のテーマが, 当時の COB の最も重要な
テーマの一つであることが表明された(12)。また


























② 国家会計審議会 (CNC) の1990年 1 月15日付
意見書 ― 識別可能無形資産の計上義務付け 
国家会計審議会 (CNC) は, 1990年 1 月15日に, 
無形固定資産の計上に関する公式の意見書 ｢取得
差額の会計処理に関する意見書｣ (Avis relative au 
traitement comptable de l'écart d'acquisition, Document 












・無形固定資産は, 例として, 商標・ブランド, 
販売網 (réseaux commerciaux), 市場シェア (parts 










他方, 国家会計審議会 (CNC) では, ｢連結計
算書類委員会｣ の中で, ジャドー氏 (M. Jadeau) 
を議長とする ｢取得差額｣ の処理に関する作業グ





③ Ｊ. ドゥニの見解 














































④ Ｆ. ドゥルサルの見解 










在しないと考え, 減価償却 (規則的償却) を義務
付けることに反対した。 




























(2)  取得差額の処理 
1) 正の取得差額 























れねばならないとしているからである (PCG p.Ⅱ. 
146)。 
⑤ 1994年報における無形資産に係る COB の
公式見解 
既述のとおり, 1989年以降, 証券取引委員会 
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ｄ. 国家会計審議会 (CNC) における無形
資産の認識・測定基準への展開 
第一回連結差額の分析に基づく無形要素の計上
問題は国家会計審議会 (CNC) で取り上げられ, 
プラン・コンタブルの規定の改正と新基準の策定
に向けた動きが開始された。 
国家会計審議会 (CNC) は, ｢企業セクション｣ 
の ｢連結計算書類委員会｣ の中に, ジャドー氏を
議長とする ｢取得差額作業グループ｣ を創設し, 
まず, 取得差額の処理に関する研究に着手した。 
当該作業グループにおける討議では, 1990年 1 
月15日付 CNC意見書と企業結合に関する IASC基
準案 (公開草案 E45) の 2 つが新たな要素として考
慮された。 




































① 1993年における ｢取得差額作業グループ｣ 
報告 
ジャドー氏の ｢取得差額作業グループ｣ は, 連
結計算書類委員会に対して, 作業グループの主要
な結論を提示した。この内容が国家会計審議会 



























けられる (PCG, p.Ⅱ.144)。 
・取得差額は, 特定の識別可能資産に割当てる


















分時価評価法｣ を支持したが, 簡便性の観点から, 
｢全面時価評価法｣ も容認するものとした。この点
で, PCG が ｢全面時価評価法｣ を原則とし, ｢部
分時価評価法｣ を可能な方法として容認した立場
と較べると, 原則的な立場に変化が見られた。ま
た, 取得差額の認識に関しては, 一貫して ｢買入
のれん説｣ が採用された。 













(3)  識別可能な資産および負債の評価 ― 現
在価値概念の採用 
ジャドー氏が最も強調した点は, 1983年 4 月30
日法律 (調和化法) および当該法律に係る1983年
11月29日デクレにおける ｢現在価値 (valeur actuelle)｣ 
の概念を採用したことである。すなわち, 資本連
結にあたって, 被取得企業の資産・負債項目はそ
の ｢現在価値｣ で再見積りされる。 
1983年 4 月30日法律 (調和化法) 第 2 条 (商法典
第12条に収容) によれば, ｢資産項目の価値が帳簿
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(valeur d'inventaire) に帰着されるものとする。｣ 
(第 2 項), ｢資産の棚卸価値と流入価値との間で確
認される増価は記帳しない｣ (第 4 項)。 
また, 調和化法の適用に係る1983年11月29日デ
クレ第 7 条によれば, ｢棚卸価値は現在価値 (valeur 
actuelle) に等しいものとする｣ (第 5 項), ｢現在価
値は市場 (marché) および企業にとっての当該財
貨の効用 (utilité) に従って評価される見積価値で
ある｣ (第 4 項)。 
上記デクレの規定に見られる ｢現在価値｣ の概
念は, ある財に係る ｢市場 (marché)｣ と企業にと
っての当該財の ｢効用 (utilité)｣ という 2 つの要
素に関わるものである。 
1982年プラン･コンタブル・ジェネラル (PCG) 
においては, ｢棚卸価値 ― 現在価値｣ は, ｢財の




定されなければならない｣ (PCG, p.Ⅰ.43) と定義
される。つまり, 現在価値は棚卸時の市場価値で
あり, かつ再取得価値 (取替原価・再調達原価) で
ある。 
また, 現在価値の決定のために, ｢企業は, 財
の性質に最も良く適合した参考資料や技術を利用
する (市場価格 (prix de marché), 価格早見一覧表 




















(utilité) に基づく使用価値 (valeur d'usage) であ




見通し, 純資産, 売却の見通し, 経済状況ならび
に原始取引が基礎をおいている評価動機などの諸
要素を考慮に入れることができる｣ (PCG, pp.









見積売却価値 (現在価値) で評価する｣ (PCG, p.
Ⅱ.9) とされる。 





て計算する)｣ (PCG, pp.Ⅱ.10-11) とされ, 市場価
格を用いる場合には, 正味実現可能価値が現在価
値とされる。 
以上のとおり, ｢現在価値｣ は, ｢市場価値｣ ま












































評価され, 例えば, 債権・債務はその ｢割引現在
価値 (valeur actualisée)｣ を考慮し, 棚卸資産は, 
販売価格から販売費および取得者とっての正常差
益を控除した金額で評価されることになる。 





時に再評価される ｢段階法｣ を原則とし, 支配取
得日に一括して再評価する ｢一括法｣ も認められ
た。 





② 1993年における ｢連結計算書類委員会｣ 報告 
｢取得差額作業グループ｣ の見解に基づき, ｢連
結計算書類委員会｣ は, 1993年 9 月23日, 11月10
日, 12月14日の討議を経て, 以下に要約される立
場を採択した(20)。 
















(2)  識別可能資産・負債の評価 
全面時価評価法か部分時価評価法かに関して, 









また, ｢現在価値 (valeur actuelle)｣ の用語に関
しては, 連結計算書類委員会は, 資産だけでなく
負債にも関わっていることを明確にした上で, 作
業グループの提案に基づき, 当面 ｢現在価値｣ の
用語を採用することに決定した。なお, 当該委員
会の一部の委員は, 資産と負債の双方に関わる 










の (例えば固定資産) であるとを問わず, 市場価
値のあるすべての資産に適用されるが, 種々の要
素の価値は, 使用に係る ｢用途 (usage)｣ に依存
すると考えられたからである。例えば, 棚卸資産
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差額, 連続的買入れおよび正の取得差額の 4 点に
関わっている。以下, これらを順次見てみょう (22)。 











































































ロ) 国際会計基準 (IAS) の認めるオプション


























































































組織の ｢企業セクション｣ に審議を委ねた。 
④ 1995年における ｢企業セクション｣ 報告 
｢企業セクション｣ (ドゥラブリエール (M. Delabrière) 
主宰) は, 1995年の 2 月 1 日および 3 月28日に, 第
一回連結差額に関する連結計算書類委員会の段階
報告を検討した。当該審議の内容が, CNCの1995
年第 1 四半期報告書に公表されている(23)。 





(1)  識別可能要素の評価 







2) ｢現在価値｣ 概念の採用 
用語として, 連結計算書類委員会が提案する 
｢現在価値 (valeur actuelle)｣ を採用するのか, ｢効
用価値 (valeur d'utilité)｣ をとるのか, あるいは英
語のフェア・バリューに相当する ｢公正価値 









持ち, ｢公正価値｣ は連結だけでなく, 評価のす
べてのケースをカバーするという利点を持つもの





する決算時の棚卸価値 (valeur d'inventaire) の基準
として役立つという大きな利点があるからである。 
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